
 

 

※ 下記の点検事項欄の該当項目（アルファベット）を、山口労働局ホームページ掲載の「自主点検結果表」に入力して山口労働局監督課の下記メールアドレスへメールにてご提出ください。 

なお、点検のポイントを参照していただき、改善が必要な事項については適切な対応をお願いします。ご不明な点は、山口労働局又は最寄りの労働基準監督署にお問い合わせください。 

山口労働局監督課   電話 083-995-0370  メールアドレス：kantokuka35@mhlw.go.jp  

県内の労働基準監督署   下関労働基準監督署  083-266-5476    下松労働基準監督署  0833-41-1780    萩労働基準監督署  0838-22-0750 

             宇部労働基準監督署  0836-31-4500    岩国労働基準監督署  0827-24-1133 

             徳山労働基準監督署  0834-21-1788    山口労働基準監督署  083-922-1238 

点 検 事 項 点 検 の ポ イ ン ト 

１ 

【労働条件の明示】  常時 10人以上の労働者（パート等を含む）を使用する事業場は、就業規則の作

成・届出が必要です。また、就業規則が実情に合っていることも重要です。 

就業規則は、常時各作業場の見易い場所に備え付けるなどして、労働者に周知

しなければなりません。 

 労働者（パート等を含む）を雇い入れる場合、労働時間や賃金などの労働条件

を書面等で本人に交付しなければなりません。 

① 労働条件を就業規則等で明確にしていますか 
（複数回答可） 

a 就業規則を作成している 
b 就業規則は労働者がいつでも見られるようにしている 
c 就業規則を作成していない 

② 雇入れの際に労働条件を書面等で交付しています
か 

a 交付している 
b 職制によっては交付していない場合がある（口頭説明のみ） 

２ 

【所定の労働時間・休憩・休日の設定】  週の法定労働時間は 40 時間（但し、労働者数 10 人未満の保健衛生業（社会福

祉施設を含む）は 44 時間とする特例があります。）です。ある週でこの法定労働

時間を超えるものの一定期間（1ヶ月等）で平均して法定労働時間以下となる「変

形労働時間制」を採用する場合は、就業規則や労使協定で決めておく必要があり

ます。 

 さらに、休日は少なくとも毎週 1 日又は 4 週間を通じて 4 日を与えなければな

りません。 

①  週の所定労働時間は、法定（原則週 40 時間、特
例事業場は 44時間）以内になっていますか 

a なっている  ・ b なっていない 

② 所定休日は、週 1 回または 4 週を通じて 4 回以上
となっていますか 

（複数回答可） 

a 週休 2日制（完全・月 3回・隔週・月 1～2回）としている 
b 週休 1日制としている 
c その他の方法で法定以上の休日としている 
d 休日が不足している 

３ 

【時間外・休日労働の実施】  法定労働時間を超えて、または法定休日に労働させることがある場合は、事前

に「時間外・休日労働に関する協定（36 協定）届」を締結して監督署に届け出な

ければなりません。 

【時間外労働の上限規制について】 

 働き方改革に関する労働基準法の改正により、中小企業においても令和 2 年 4

月 1日から時間外労働の上限は、原則月 45時間・年 360時間となり、臨時的な特

別の事情がなければこれを超えることができなくなりました。また、臨時的な特

別な事情を考慮した 36協定（特別条項）においても、年 720時間以内、単月 100

時間未満（休日労働含む）、2～6ヶ月平均 80時間以下（休日労働含む）を遵守し

なければなりません。 

① 時間外や所定休日に労働することがありますか a ある     ・ b ない 

② 時間外・休日労働に関する協定は、監督署に届け
出ていますか 

a 届け出ている ・ b 届け出ていない 

③ 時間外・休日労働は上記②の協定の範囲で実施し
ていますか 

a 協定の範囲内となっている   
b まれに協定を超える労働がある 
c 協定した上限を超えて労働することが多い 

４ 

【時間外労働や休日労働、休憩時間の管理】  使用者は、各労働者の日々の労働時間を適正に把握する責務があります。 

労働時間の原則的な把握方法は、①使用者による現認と記録、②タイムカード

等の客観的な記録とガイドラインに定められています。 

 労働者の自己申告制で行わざるを得ない場合は、自己申告された労働時間が実

際の労働時間と合致しているか必要に応じて実態調査を行い、乖離が生じていた

場合、その原因は何かなどを検証し、改善のための必要な措置を講ずることが求

められます。 

 労働時間は、主たる業務に従事する時間のみならず、これに付随する準備作業

や業務報告書の作成、業務打合せ等に要した時間も該当しますので、これらの取

扱いが適正であることの確認が必要です。 

 休憩は、労働者が権利として労働から離れることを保障されている時間であり、

実作業は発生しておらず仮眠などを取っている時間であっても、事業所内に待機

し、緊急の場合などで作業が発生した場合には対応することとされている時間（い

わゆる「手待時間」）は、労働から離れることを保障されているとは言えないため、

休憩には当たらず、労働時間として取り扱わなければなりません。 

定められた時間帯に休憩を取得することが出来なかった場合、時間帯を変更し

て定められた時間の休憩を取得することが必要です。休憩が取れなかった場合に

はその労働時間に対して賃金を支払う必要がありますので、労働時間と同様、休

憩の取得状況を適切に把握することが求められます。 

① 時間外労働や休日労働の時間数の把握はどういう
方法で行っていますか 

a タイムカードなどの機器により把握している 
b 労働者自身に日報を書いてもらうなど、自己申告方式で把握している 
c 上司が記録している 
d 把握していない 

② 時間外労働・休日労働の実績は適正に把握できて
いますか 

a 把握できている 
b 部署によっては把握できていない労働時間がある 

③ 次のような業務がある場合、労働時間として扱っ
ていますか 

（労働時間としているものを選んでください） 
 

（複数回答可） 

a 交替制勤務における引継ぎ時間 
b 業務報告書等書類の作成時間 
c 仕事の打ち合わせ、会議等の時間 
d 参加が義務付けられている施設の行事等の時間とその準備時間 
e 参加が義務付けられている職員研修時間 
f ホームヘルパー等が利用者宅から次の利用者宅までの移動に要する時間 

④ 所定の休憩時間は取得できていますか 
a 取得できている 
b 部署によっては予定時刻に取得できないことがあるので、ずらして取得している 
c 取得できないまま勤務を続けている部署がある 

 １ 
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点 検 事 項  点 検 の ポ イ ン ト 

５ 

【時間外・休日労働に対する賃金の支払い】 

 毎月、把握した時間外労働の時間数等を賃金台帳に記載し、不足のないように割増

賃金を支払わなければなりません。 

 支払いに当たっては、法定労働時間を超える月 60 時間以下の時間外労働について

は 25％以上、月 60 時間を超える時間外労働については 50%以上、法定休日における

休日労働については 35％以上、深夜労働（午後 10 時から翌日午前 5 時までの間の労

働）については 25％以上の割増賃金率で計算した賃金の支払いが必要です。 

①  直近 1年間において、時間外・休日労働の実績は
１ヶ月あたり何時間ですか 
（最も長かった労働者の実績でご回答ください） 

a 月 45時間以内 
b 月 45時間を超え 80時間以内 
c 月 80時間を超え 100時間以内 
d 月 100時間超 

②  割増賃金率はどのようになっていますか 

a 月 60時間以下の時間外労働に対して 25％以上、月 60時間を超える時間外
労働に対して 50%以上、休日労働に対して 35％以上、深夜労働に対して 25％
以上の割増賃金率で支給している 

b aの率に満たない割増賃金率で支給している 

６ 

【賃金の管理】 
 パートやアルバイトであっても最低賃金額（山口県最低賃金は時間額 928 円）以上

の賃金を支払わなければなりません。 

 また、賃金は、所定支払日に全額を支払わなければなりません。賃金から控除でき

るものは税金、社会保険料など法令に定めがあるものに限られます。その他の名目で

賃金から控除する場合、賃金控除に関する協定を締結しなければなりません。 

① 最低賃金額以上の賃金を支払っていますか 
a 最低賃金額以上で支払っている   
b 最低賃金額に満たない労働者がいる 

② 賃金から税金、社会保険料以外の控除（天引き）
を行う場合に、労使協定を締結していますか 

a 税金、社会保険料以外の控除を行っていない 
b 労使協定を締結している 
c 労使協定を締結していない 

７ 

【休業時の賃金管理】  事業運営上の都合で労働させることが出来ない場合、例えば、介護サービス利用者

の急なキャンセルにより休ませる場合には平均賃金の 60％以上の休業手当を支払わ

なければなりません。 

所定労働日に労働者を休業させる場合には、休業手当
を支払っていますか 

a 支払っている  ・ b 支払っていない 

８ 

【年次有給休暇の付与】 
 年次有給休暇は、雇入れから 6か月間継続勤務し、全労働日の 8割以上を出勤した

労働者に対して 10日、以降 1年毎に付与日数を加算して最大 20日が付与され、労働

者が指定する時季に与えなければなりません（週所定労働時間が 30 時間未満のパー

ト等については、その所定労働日数に応じた比例付与日数が定められています。）。 

【年 5日の年次有給休暇の確実な取得について】 

働き方改革に関する労働基準法改正により、平成 31年 4月１日以降、年 10日以上

の年次有給休暇が付与される労働者（管理監督者も含む）に対し、年 5日の年次有給

休暇を取得させることが義務化されました。 

① 年次有給休暇制度はありますか 
a 正社員のほか、パート等に対しても付与している 
b 正社員に対してのみで、パート等に対しては付与していない 
c 制度として設けていない 

② 年 10日以上の年次有給休暇が付与されている労働
者に対しては、うち 5日については取得時季を指定
するなどして、必ず取得させていますか 

a 対象となる全労働者が取得できる見込みである 
b 対応できていない 

９ 

【健康診断の実施】 

 常時使用する労働者については、年 1 回（深夜業務従事者は 6 月に 1 回）、定期に

健康診断を行わなければなりません。 

 健康診断結果は、受診した労働者に知らせることはもちろん、異常の所見が認めら

れた場合には就業する上で必要な措置について、医師（産業医）に意見を聴かなけれ

ばなりません。 

① 1年に 1回の健康診断、深夜業務に従事する者には
6月毎に 1回の健康診断を行っていますか 

（複数回答可） 

a パート等も含め、全員に行っている 
b 正社員には行っているが、パート等で行っていない者がいる 
c 年 1回は行っているが、深夜業従事者について 6ヶ月に 1回は行っていない 
d 全く行っていない 

② 健康診断結果の労働者への通知、有所見者に関し
て医師意見を聴くなどの事後措置を実施していま
すか              （複数回答可） 

a 健康診断結果を労働者に通知している 
b 有所見者に対してどういう措置が必要か、医師に意見を聴いている 

10 

【労働者の衛生管理】 

 長時間労働による健康障害を防止するため、時間外労働、休日労働を削減する必要

があるほか、1ヶ月当たり 80時間を超える時間外労働、休日労働を行った労働者につ

いては、医師による面接指導を行う等の健康確保措置を行わなければなりません。 

 長時間労働（月 80時間を超える時間外・休日労働）
を行った労働者に対してどのような措置を実施し
ていますか 

（複数回答可） 

a 医師による面接指導等を実施している 
b 長時間労働の原因の解消に努めている 
c 特に何もしていない 

11 

【労働者の腰痛対策】 
 腰痛予防対策を進めるに当たり、腰痛を引き起こす要因を介護業務従事者自身にチ

ェックしてもらい、これを分析することで対策の優先度、設備的な改善などの方策を

検討することが重要です。 

 同封の「介護・看護作業による腰痛を予防しましょう」をご活用ください。 

腰痛防止として、どのような対策を実施していますか 
 

（複数回答可） 

a 作業標準書の作成、研修を実施している 
b 作業量に見合った介護員の配置に努めている 
c 施設および設備の構造の改善を進めている 
d その他（腰部保護ベルトの使用ほか） 
e 特に何もしていない 

 ２ 
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